
２０２６年（令和８年）３月１１日 （水曜日） （８）

撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒
撒

　※いわて防災学教室のバックナンバーは、岩手大

学地域防災研究センターのホームページ「公開情報」

で閲覧できます。

　東日本大震災から15年。岩手県宮古市田老地区に

そびえ立つ巨大な防潮堤を見上げると、さまざまな

思いが去来する。

　かつて、「万里の長城」と呼ばれた旧防潮堤は、世

界に誇る防災の象徴だった。しかし2011年３月11日、

津波はその壁を越え、崩壊した。その事実は、「コン

クリートの壁にも限界がある」という冷徹な現実を

私たちに突きつけた。けれども、堤防が無力だった

わけではない。津波の勢いを弱め、避難のための数

分間を生み出したのもまた、事実である。

　震災後、田老には新たな防潮堤が建設された。高

さ14.7メートル。「粘り強い構造」を取り入れ、たと

え津波が越えても崩壊しにくい工夫が施されてい

る。しかし、最も大切なのは「構造物があるから絶

対安心」と過信しないことだ。自然の力を完全に抑

え込むことはできない。田老の歴史が教えるのは、

「備え」と「不信（過信しないこと）」の両立であ

る。

　防潮堤は、命を守る重要な設備だが、それだけで

は不十分だ。早めの避難、家族との避難場所の確認、

地域での声掛け。ハードとソフトが組み合わさって

初めて、防災は真価を発揮する。

　建設業界は今、人手不足や資材高騰など厳しい状

況下にある。それでも、インフラを守り、次なる災

害に備え続けることは、この国で暮らす人々の安全

に直結する使命だと確信している。

　田老の防潮堤は単なる壁ではない。命を守りたい

という強い願いと、震災の教訓が刻まれた「誓い」

の碑でもある。「構造物の限界を知り、自らも備える」

という姿勢。この思いを次の世代へと語り継ぐこと

こそ、震災を経験した私たちの責務ではないだろう

か。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県は県立職業能力開発施設の適

正配置と訓練内容の充実などに向

け、「県立職業能力開発施設再編整

備基本計画」の策定を進めている。

９日には有識者会議である検討会

議の初会合が開かれ、基本計画の

策定方針について意見を交わし

た。基本計画の策定に当たっては、

県立産業技術短期大学校の県北圏

域への新設などが論点になってお

り、今後は分科会で具体的な議論

を進め、９月をめどに中間案を取

りまとめ、27年５月の成案化を目

指す。

　基本計画は、職業能力開発を取

り巻く環境や企業ニーズの変化、

本県が進める産業政策などを踏ま

え、技術・技能者を養成するとと

もに、多様な求職者等のニーズに

応じた職業能力開発を行うため、

施設の適正な配置、訓練内容の充

実などを図ることを目的に策定す

る。計画期間は、27～36年度の10

カ年とする。

　現在の県立職業能力開発施設

は、県立産業技術短期大学校本校、

同水沢キャンパス、千厩高等技術

専門校、宮古高等技術専門校、二

戸高等技術専門校の５施設があ

り、新規学卒者を対象に主に２年

課程の職業訓練を行っている。い

ずれも定員充足率が低下傾向にあ

り、直近２年の動向を見ると、産

技短本校は９割を割り込み、水沢

キャンパスは５割を割り込んでい

る。技専校は千厩校は25年度は５

割、宮古校では直近２年は５割を

割り込み、二戸校は22年度以降５

割を割り込んでいる。

　また、各施設ともに老朽化が進

行しており、県の公共施設カルテ

によると、技専校の千厩校と宮古

校については「解体」との評価が

出ている。

　これらの現状を踏まえて、県で

は基本計画の策定方針を取りまと

め、本県の職業能力開発施設の課

題や、再編に向けた検討の方向性

などを示した。職業能力開発施設

に関する課題としては「入学者数

の減少」「施設の老朽化」「県北

への産技短の新設」の３項目を設

定。このうち県北への産技短の新

設については、「県北圏域をはじめ

とした産業人材の育成・確保」「人

材育成を通じた県北圏域を中心と

した産業振興」な

どの課題を挙げて

いる。整備に当た

っては建設コスト

の観点から既存施

設の活用も選択肢

にあるとして、施

設の再編整備が必

要であるとしてい

る。

　基本計画の策定

に当たっては、有

識者会議である

「県立職業能力開

発施設再編整備検討会議」を設置

し、「技術革新が進む社会の変化に

柔軟に対応できる人材の育成」「効

果的かつ効率的な県立職業能力開

発施設の運営」などについて検討

する。９日に、検討会議の初会合

が開かれ、策定方針について意見

を交わした。

　検討会議では、「就職率100％を

もっとＰＲしたほうがよい」「Ｖ

ＲやＡＲを活用すれば、オンライ

ンで職業訓練を行う仕組みも考え

られる」「県北に産技短を新設す

る場合、エリア内にいる中高生の

数が分からなければ、どのような

施設が必要か見えない」などの意

見が上がった。

　今後は、検討会議で上がった意

見などを踏まえて、基本計画策定

を進める。計画策定に当たっては

「高等技術専門校の再編・産業技

術短期大学校の県北への設置」「在

職者訓練等の在り方」という二つ

の分科会を設置し、９月をめどに

中間案を取りまとめる。以降は県

議会への報告やパブリックコメン

ト、２回の検討会議を経て、27年

５月には成案の取りまとめを行い

たい考え。

　県の25年度公共事業継続評価の

26年度当初予算への反映状況は次

の通り。路線名等に続き①箇所名

②事業期間③主な事業内容④総事

業費（千円）⑤25年度までの事業

費⑥25年度まで進捗率⑦総合評価

⑧Ｂ／Ｃ⑨政策への反映状況⑩26

年度予算額―の順。金額の単位は

千円。

農林水産部　　　　　　　　　　

　〈農村地域防災減災事業〉

　▽大堤①矢巾町②2025～2027年

度③ため池改修１式④301,000⑤2

0,000⑥6.6％⑦Ａ⑧1.47⑨事業継続

⑩60,000

　▽北照井堰①一関市、平泉町②

2015～2032年度③用水路9416ｍ④

2,366,100④1,237,389⑤52.3％⑥Ａ

⑦1.26⑧1.26⑨事業継続⑩50,000

　▽白銀沢堤①奥州市②2022～20

26年度③ため池改修１式④568,00

0⑤498,000⑥87.7％⑦Ａ⑧1.56⑨事

業継続⑩30,000

　▽大原堰①奥州市②2019～2026

年度③用排水路2350ｍ④369,400

⑤340,664⑥92.2％⑦Ａ⑧1.11⑨事

業継続⑩17,000

　▽油井名沢①一関市②2021～20

28年度③ため池改修１式④382,00

0⑤154,263⑥40.4％⑦Ａ⑧1.05⑨事

業継続⑩60,000

　▽樋茂井①奥州市②2017～2026

年度③用水路4990ｍ④664,500⑤6

33,485⑥95.3％⑦Ａ⑧1.35⑨事業継

続⑩7,000

　▽猿ケ石北部幹線①奥州市②20

15～2027年度③用水路5901ｍ④59

7,100⑤540,190⑥90.5％⑦Ａ⑧1.20

⑨事業継続⑩20,000

　〈復旧治山事業〉

　▽生出町①久慈市②2025～2027

年度③谷止工３基、山腹工１式④

161,000⑤5,000⑥3.1％⑦ＡＡ⑧6.0

5⑨事業継続⑩０

　▽志戸前川①雫石町②2019～20

27年度③谷止工４基、渓畔林整備

１式④987,000⑤525,683⑥53.3％

⑦Ａ⑧9.97⑨事業継続⑩100,000

　▽杉沢①八幡平市②2020～2027

年度③床固工23基、流路工1386ｍ

④854,700⑤326,299⑥38.2％⑦Ａ

⑧1.49⑨事業継続⑩96,000

　▽川貫①久慈市②2025～2028年

度③谷止工２基④90,500⑤11,236

⑥12.4％⑦Ａ⑧8.32⑨事業継続⑩4

6,000

　▽繋①葛巻町②2025～2027年度

③谷止工５基④213,000⑤68,201⑥

32.0％⑦Ａ⑧1.52⑨事業継続⑩０

　▽田岡①一戸町②2025～2027年

度③谷止工３基④90,000⑤38,000

⑥42.2％⑦Ａ⑧4.00⑨事業継続⑩5

2,000

　▽緑区⑵①普代村②2025～2028

年度③谷止工２基、山腹工１式④

90,000⑤11,000⑥12.2％⑦Ａ⑧2.77

⑨事業継続⑩43,000

　▽鈴久名①宮古市②2023～2030

年度③山腹工１式④993,000⑤179,

526⑥18.1％⑦Ａ⑧1.30⑨事業継続

⑩130,000

　▽上長内①久慈市②2024～2026

年度③谷止工２基④80,000⑤47,39

6⑥59.2％⑦Ａ⑧2.75⑨事業継続⑩

０

　▽坂本沢①大船渡市②2020～20

26年度③山腹工2.38 ④697,638⑤

519,962⑥74.5％⑦Ａ⑧1.86⑨事業

継続⑩０

　▽小谷地①野田村②2025～2028

年度③山腹工１式④200,000⑤36,0

00⑥18.0％⑦Ａ⑧1.54⑨事業継続

⑩０

　　　　　　　　　　　（つづく）

県立職業能力開発施設再編整備検討会議


